
・公募をしたが応募がなかった 

・幼稚園ニーズがあるが、幼稚園設置

基準不適格など、すぐに廃園・民間移

管ができない 

市立幼稚園民営化計画（案）の基本的な考え方 

（１）廃園・民間移管の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の議論や民営化の状況において、大阪市立幼稚園に公として担うべき役割が明確にな

れば、市立幼稚園としての存続についても検討。 

 

（２）廃園・民間移管の着手年度の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

やむを得ず、 

直営で当面存続 

条件整備など 

・幼稚園ニーズがあり、かつ他の幼稚

園で幼児の受け入れができない 

・幼稚園設置基準なども満たしている 

公募により民間移管 

（認定こども園含む） 

・廃園をしても他の幼稚園において幼

児の受け入れが可能であり、幼稚園継

続の必要がない 

廃園 

【廃園年度の考え方】 【民間移管年度の考え方】 

１ 想定最大定員設定数が多い園を優先 

２ 在籍園児数が多い園を優先 

特別な事情がない限り、各区 25年度又は 26 年度に１か所以上着手 

在籍園児数の少ない園を優先 

１ 25年度（第１期の初年度）の着手 

１）これまでの経過から 

既に廃園の方向性が示されている園 

 

２）原則同一区で１か所のみ。 

（原則、区内で廃園または民間移管の

いずれかで 1 か所のみ。） 

 

２ 児童養護施設入所児童の受入等の 

状況を考慮 

 

３ 区もしくは園特有の事情の考慮 

１ 25年度（第１期の初年度）の着手 

１）原則同一区で１か所のみ。 

（原則、区内で廃園または民間移管の

いずれかで 1 か所のみ。） 

 

 

 

 

２ 児童養護施設入所児童の受入等の 

状況を考慮 

 

３ 区もしくは園特有の事情の考慮 


